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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 

 令和８年８月２４日 

件   名 アレフ（オウム真理教）対策について 

所管部課名 危機管理部 危機管理課 

内   容 

アレフ（オウム真理教）対策について、以下のとおり報告する。 

 

１ 足立入谷地域オウム真理教（アレフ）対策住民協議会住民集会の開催結果 

（１）日 時 令和８年７月３日（金）午後７時００分 

（２）場 所 足立区役所 庁舎ホール 

（３）内 容 協議会活動報告、講演会 

（４）出 席 １７９名 

 

２ 足立区反社会的団体の規制に関する条例に基づく過料処分 

（令和８年１月報告請求関係） 

（１）経過 

   足立区反社会的団体の規制に関する条例に基づき、アレフに対し令和

８年１月１日現在の報告を令和７年１２月に求めたが、これまで報告が

無いため、同条例第１０条に基づき、過料に処した。 

（２）処分日及び過料の額 

ア 処分日    令和８年７月２４日（金） 

  イ 過料の額   ５０，０００円 

  ウ 過料納付期限 令和８年８月１２日（水） 

 

３ 過料債権の確認を求める訴えの提起について【第４次～第９次】 

（１）訴えの要旨 

   足立区反社会的団体の規制に関する条例第１０条第１号の規定に基づ

く令和２年度（第４次）から令和７年度（第９次）分までの過料債権   

３０万円を有することの確認を求める訴えの提起 

（２）これまでの経過 

  ア 令和８年４月３０日 越谷簡易裁判所に提訴 

  イ 令和８年５月１３日 越谷簡易裁判所からさいたま地方裁判所に 

              移送 

（３）第一回期日 

   令和８年１０月１４日（水）１３時１５分 

 

４ 地下鉄サリン事件の風化防止啓発活動 

（１）実施結果 

   東京電機大学 

  ア 日 時 令和８年７月２３日（木）～２４日（金） 

  イ 場 所 ５号館１階多目的ギャラリー 
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ウ その他

警備員を配置して実施

（２）今後の予定

ア ギャラクシティ

令和８年８月１０日（月）～２８日（金）

イ 文教大学

令和８年９月１４日（月）～１８日（金）

ウ 東京藝術大学

令和９年１月１８日（月）～２９日（金）

５ 公安調査庁によるアレフを対象とする再発防止処分の請求について 

（公安調査庁発表資料） 

（１）請求日

令和８年７月２４日（金）

（２）請求先

公安審査委員会

（３）処分の請求内容

ア アレフが所有し又は管理する特定の土地又は建物（専ら居住の用に

供しているものを除く。）の全部又は一部の使用を禁止する処分 

使用制限施設 

全部禁止施設 

【４施設】 
水戸、八潮伊勢野、野田、徳島 

一部禁止施設 

【１１施設】 

足立入谷、札幌、札幌白石、八潮大瀬、北越谷、 

西荻、横浜、名古屋、京都、生野、福岡 

※ 引き続き、一部使用禁止の対象施設に足立入谷施設が該当

イ 金品その他の財産上の利益の贈与を受けることを禁止する処分

（４）処分の請求期間

６か月間

※ 現在７度目の再発防止処分期間中（令和８年３月２１日～令和８年

９月２０日）
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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料

令和８年８月２４日 

件 名 「令和８年度足立区総合防災訓練等 関係機関会議」の実施結果について 

所管部課名 危機管理部 災害対策課、災害対応力強化担当課 

内 容 

「令和８年度足立区総合防災訓練等 関係機関会議」の実施結果について、

以下のとおり報告する。 

１ 目的 

消防署、自衛隊などの関連機関及び区と災害協定を締結している事業所

に対し、令和８年度の「総合防災訓練」「あだち防災ＥＸＰＯ ｉｎ Ａ－

Ｆｅｓｔａ（あだち区民まつりと同日・同会場で実施する啓発イベント）」

の実施方針を説明し、１機関でも多くの参加を促す会議（毎年開催）。 

２ 会議概要 

項目 詳細 

① 実施日 
令和８年７月１０日（金） 
午前１０時３０分～１１時４５分 

② 開催方法 
・当日対面参加
・後日案内する動画視聴（YouTube）での参加

③ 会場 足立区役所本庁舎２階 庁舎ホール 

④ 
参加機関 
(参加率) 

対面参加：69機関、動画視聴：127機関（全 291機関） 
（参加率：約６７％（動画視聴含む）） 

３ 会議構成・タイムスケジュール  ※ 会議資料は別紙１（Ｐ６）参照 

  会議全体を２部構成（第１部：区から実施方針説明、第２部：グループ

ディスカッション）として実施した。 

部 時間 詳細 

第
１
部 

事業 
説明 

10：30 
～ 

11：00 

① 足立区総合防災訓練の概要、実施方針

② あだち防災ＥＸＰＯの概要
③ 質疑応答

第
２
部 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 
ﾃﾞｨｽ
ｶｯｼｮﾝ

11：00 
～ 

11：45 

① 災害時に区と連携するうえでの課題・不安

② 実施した方がいい訓練、しておきたい訓練
※ 災害時の活動内容に基づきグループ分け

新たな試み 

例年、説明がメインの会議であったが、今年度は、訓練での課

題等、より詳細なご意見を伺うため、グループディスカッショ

ンを組み込んだ２部構成に変更して実施した。
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４ 第１部の説明で特に強調して伝えたこと 

 内容 詳細 

① 訓練の分散実施 

１団体でも多くの機関にご参加いただきたいこ
とから、今年度は訓練日を分散して実施し、10
月～1月を総合防災訓練実施期間とする。 

② 

関係する全機関
との訓練実施を
目指す。 

協定締結後の連携ができていない実態が多いこ
とから、実動訓練が困難な場合でも、総合防災
訓練実施期間での情報伝達訓練をぜひお願いし
たい。 

 

５ グループディスカッションでの主な意見 

（１）災害時の活動内容に基づき全体を１５グループに分けて実施 

（２）各グループに危機管理部職員がファシリテーターとして参加 

（３）主な意見の抜粋は別紙２（Ｐ15）を参照 

 

６ 今後の方針・スケジュール 

（１）グループディスカッションでの貴重な意見を集約し、会議を欠席した

機関を含めて共有することで関係機関の機運醸成につなげていく。 

（２）「総合防災訓練」及び「あだち防災ＥＸＰＯ」の実施に向けて、各団

体、事業所と密に調整を図りながら進めていく。 

 

時 期 総合防災訓練 あだち防災ＥＸＰＯ 

８月７日 令和８年度足立区総合防災訓練等 意向調査票提出期限 

９月中旬 訓練内容検討 出展機関確定（約２０機関） 

９月下旬 訓練内容確定 出展内容確定 

訓練日まで 最終調整・打ち合わせ ― 

10月 10.11 日 ― あだち防災ＥＸＰＯ 

10月～9年 1月 総合防災訓練実施期間 ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
▲ グループディスカッション ▲ 会議全体の様子 
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グループディスカッションでの主な意見一覧（抜粋） 
 

議題１（各機関の課題・不安）  議題２（実施したい訓練） 

【消防署】 

災害時、建物倒壊や倒木により、車両走

行ができない場合の対応に課題がある。 

 
【消防署】 

警察や自衛隊等、特殊な車両を持つ機関と

連携した、道路啓開訓練の実施 

【福祉関係者】 

要配慮者が、第一次避難所で避難生活が

できるのかが不安である。 

 【福祉関係者】 

第一次避難所や福祉避難所で、区職員、地

域住民と連携し、要支援者や要介護者の介

助・支援を行う訓練の実施 

【駅前滞留者対策】 

 駅前滞留者に対する誘導方法や、誘導人

員の確保が課題にある。 

 【駅前滞留者対策】 

駅前滞留者の安全を確保するための通行

止め区間の検証訓練や、滞留者を円滑に避

難・誘導するための訓練の実施 

【輸送業者】 

物資輸送をする上で、道路状況をどのよ

うに情報収集すればよいかを、区と協議が

できていない（通行可否の判断）。 

 
【輸送業者】 

 区、輸送業者、消防・警察などと連携した、

情報収集訓練の実施 

【遺体安置所関係者】 

身元不明のご遺体の安置期間、安置に必

要なドライアイスの調達及び身元不明者

の納骨などの取り扱いに課題がある。 

 【遺体安置所関係者】 

 区、警察、葬祭組合などの関係機関と連携

した、検視・検案・身元確認、火葬許可書発

行手続き訓練の実施 

【医療関係者】 

重症患者を緊急医療救護所から救命病

院に搬送する手段が整備されていない。 

 
【医療関係者】 

自衛隊と連携した、搬送車両や担架を用い

た訓練の実施 

【被災者支援関係者】 

 災害が起きた場合被災者は、どのような

支援を受けられるのか事前に確認する必

要がある。災害時どこに行けば支援が受け

られるのか行政等の支援窓口を分かりや

すく図示した資料があればいい。 

 

【被災者支援関係者】 

 避難所訓練や防災訓練を通して、区民に周

知する必要がある。そのために臨時災害相談

所の設置訓練や各避難所へ赴き、相談コーナ

ーを設置する訓練の実施。 

【官公庁】 

 電話やインターネットが使用できない

時の通信手段の確保が不安である。 

 
【官公庁】 

 様々な通信手段を使った情報発信訓練の

実施（窓口担当者の確認など）。 

別紙２ 
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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 

令和８年８月２４日 

件   名 
令和８年度水害時の事前防災行動計画（コミュニティタイムライン）の策定 

支援について 

所管部課名 危機管理部 防災戦略課 

内   容 

令和８年度は以下のとおり、町会・自治会へコミュニティタイムラインの策定

支援を行う。 
 
１ 水害時の事前防災行動計画（コミュニティタイムライン）とは 

  風水害の予報や河川水位情報等をもとに、地域住民の避難行動のタイミング

や取るべき防災行動について、地域コミュニティで話し合い、「いつ・誰が・

何をするのか」を事前に定めておく防災行動計画のこと。 
 

２ コミュニティタイムライン策定状況（別紙(Ｐ17)参照） 
 

年度 荒川沿川 荒川沿川外 

平成３０年度 － 中川地区（地域独自策定） 

令和２年度 小台・宮城地区（６団体） － 

令和４年度 
本木・関原地区（８団体） 
千住第五地区（１０団体） 

－ 

令和６年度 新田地区（３団体） － 

令和７年度 常東地区（１３団体） 佐野地区（７団体） 
 

３ 令和８年度の支援方針 

（１）新規策定 

   水害リスクの高い荒川沿川地区に加え、７年度から新規に策定を開始した 

  荒川沿川外地区でも策定を支援する。 

 
 

 
 
 
 
（２）コミュニティタイムライン運用訓練 

   実効性を高めるための訓練を、上記新規策定２地区に加え、昨年度策定済 

  の佐野地区の計３地区で実施する（常東地区は昨年度中に実施済み）。 
 
４ スケジュール（予定） 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

５ 策定後について 

  周知啓発のため、策定したコミュニティタイムラインの概要を掲載したリー 
 フレットを作成し、策定した地域に配布する。 

時期 中央南・神明地区 佐野地区 

８月 

ワークショップ 
（各地区３回） 

－ 

９月 
運用訓練（１回） 

１０月 

１１月 － 

１２月 － 

１～２月 運用訓練（各地区１回） － 

 

荒川沿川 
「中央南町会・自治会連絡協議会」 
（足立高砂町会ほか８団体） 計９団体 

荒川沿川外 
（中川・綾瀬川等） 

「神明地域町会自治会連合会」 
（神明上町会ほか８団体） 計９団体 
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コミュニティタイムラインの策定状況について 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 

 

中川地区 

千住第五地区 

本木・関原地区 

小台・宮城地区 

新田地区 

中央南地区 

佐野地区 R6策定済 

R7 策定済
み 

R2策定済 

R4策定済 

R4策定済 

H30策定済 
地域独自策定 

常東地区 

R7 策定済
み 

地域自主策定地区 １地区 

神明地区 

R8 新規(予定) 

R8 新規(予定) 

策定済地区 ６地区 

令和８年度新規策定支援地区(予定) ２地区 
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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 

令和８年８月２４日 

件   名 令和８年度地区防災計画（地震水害等総合対策）の策定支援について 

所管部課名 危機管理部 防災戦略課 

内  容 

令和８年度は、以下の町会・自治会へ地区防災計画の策定支援を行う。 

 

１ 地区防災計画とは 

（１）その地区の特性を踏まえ、地震と水害の両方に対する備えなどをま  

  とめた「地区の総合的な防災計画」であり、区では町会・自治会を単

位として策定を進めている。 

（２）住民自身が主体となって作成することで、その地区の防災力を高め

るとともに、地域コミュニティの維持及び活性化を図ることを目指し

ている。 

 

２ 足立区の地区防災計画策定状況 ※別紙（Ｐ20）参照 

  東京都都市整備局が公表する「地震に関する地域危険度測定調査」で

総合危険度５及び４（最も高い危険度は５）と示されている地区に対し

て、平成２７年度から地区防災計画の策定を開始し、令和６年度で概ね

策定が完了した。 

 

  ＜令和７年度末時点 地区防災計画策定状況＞ 

 全町会・自治会 

総合危険度 

４～５の 

町会・自治会 

総合危険度 

１～３の 

町会・自治会 

策定数 
107地区 

（全 422地区のうち） 

94地区 

（全 95地区のうち） 

13地区 

（全 327地区のうち） 

策定率 25.4％ 98.9％ 3.98％ 

  ※ 総合危険度４～５で未策定の１地区（中央本町四丁目町会／危険 

度４）は、令和６年度に策定予定であったが、辞退の申し出があ 

った。 
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３ 令和８年度 新規策定団体（予定） ※別紙（Ｐ20）参照 

令和８年度は総合危険度３以下の地区のうち、前年度に水害時のコミ

ュニティタイムライン作成支援を行った下記１１町会・自治会を対象と

して選定し、引き続き地震を含めた地区防災計画策定支援を行う。 

総合 
危険度 

常東地区 
総合 
危険度 

佐野地区 

2 千住曙町自治会 2 六木一丁目町会 

1 千住関屋町会 2 六木二丁目町会 

1 グリーンコーポ千寿自治会 2 佐野一丁目町会 

1 コスモシティ北千住自治会 3 大谷田西部自治会 

2 イニシア千住曙町自治会 3 中川ビューハイツ自治会 

  3 佐野二丁目南町会 

 
４ 策定支援スケジュール 

時 期 内 容 

令和 
８年 

８～９月 第１回 ワークショップ 

１０～１２月 第２回 ワークショップ（まち歩き等） 

令和 
９年 

１～２月 第３回 ワークショップ 

３月 計画作成完了 

４～７月 計画冊子及びリーフレット印刷 

７～８月 リーフレット配布 

 

５ 策定済み地区への見直し支援 

計画策定済みの地区に関しては、計画策定後４年以上が経過した地区

や令和７年度に水害時のコミュニティタイムラインを策定した地区に対

して、地区防災計画の見直し支援を行う。 

※ 令和８年度は町会・自治会へ見直しについての意向を確認のうえ、

１６地区程度で支援の実施を予定している。 

 

６ 今後の方針 

（１）引き続き、前年度に水害時のコミュニティタイムライン作成支援を 

行った地区や希望のある地区に対して策定支援を進めていく。 

（２）計画策定後は町会・自治会内の各世帯にリーフレットを配布し、防 

災意識の向上を促進する。 
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地区防災計画策定支援状況マップ 

Ｈ２７～Ｒ７策定 １０７地区 

Ｒ８策定予定    １１地区 

合計       １１８地区 

 ６ 六木一丁目町会 

 ７ 六木二丁目町会 

 ８ 佐野一丁目町会 

 ９ 大谷田西部自治会 

 10 中川ビューハイツ自治会 

 11 佐野二丁目南町会 

 

 １ 千住曙町自治会 

 ２ 千住関屋町会 

 ３ グリーンコーポ千寿自治会 

 ４ コスモシティ北千住自治会 

 ５ イニシア千住曙町自治会 

別紙 
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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 

令和８年８月２４日 

件   名 避難所受付・開設支援システム導入に向けた実証実験の実施について 

所管部課名 危機管理部 防災戦略課 

内  容 

災害時における避難所受付の混雑緩和、避難所運営の属人化解消、および

情報共有のリアルタイム化を目指し、デジタル技術（DX）を活用した避難所

運営の検証を以下の通り実施する。 

 

１ 実証実験の詳細内容 

実施日時 令和８年８月３０日（日） 

実施場所 足立区立北三谷小学校 

対象者 北三谷小学校区の避難所運営組織（住民）約５０名 

主な検証項目 

避難所受付システムを活用した受付時間比較 

マイナンバーカードや運転免許証を活用したデジタ

ル受付を実施し、事務効率化の有用性を確認する。ま

た、従来の「紙による受付」との時間比較も行う。 

避難所開設支援システムを活用した避難所開設訓練 

タブレットに表示される写真や図解入りの手順に従

い、参加者のみで開設の初動から受付設置までを完了

できるか検証する。 

 

２ 避難所ＤＸ機能の導入検討により解決が期待される課題 

  現在の避難所運営には、解決すべき以下の課題がある。 

課題 説明 

① 運営の属人化

と負担軽減 

避難所開設が特定の経験者に依存している。アプ

リの指示により、不慣れな住民や区職員でも一定

水準の開設が可能な体制を整える。 

② 受付の混雑と

集計の遅延 

紙の受付は手書きや集計に時間を要し、区本部へ

の報告が遅れる。ＤＸ化によるリアルタイムな情

報共有で、迅速な物資手配を実現する。 

③ 仕様の最適化 

区の運営手順書に即したシステムを本格導入す

るため、実証実験を通じて専門的な知見を得て、

現場で機能する最適な仕様書を作成する。 
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３ 避難所受付・開設支援システム導入検討から実証実験までの背景 

避難所ＤＸの検討を進めるにあたり、区の実情に即したシステムの

仕様書作成のため、様々な情報や知見が必要であった。 

 

官民連携のプラットフォームである「あだち協創フロント」を通じ

て提案を募集したところ、数社からの提案があった。 

 

 各社との協議の中で区の要望に応じることができる事業者から、よ

り実効性を高めるシステム構築のための実証実験の提案を受けた。 

 

４ 実証実験の候補事業者の選定理由 

協創フロントにて事業者紹介を受けた中で、区の要望に応じることが

できる２社を選定した。 

（１）避難所受付システム ⇒ 京セラ株式会社 

 
カスタマイズが可能 

※１ 

タブレット 1台で受付から 

集計までの手続きが完結  

※２ 

京セラ ○ ○ 

Ａ社 ✕ ✕ 

Ｂ社 ✕ ✕ 

※１ Ａ社、Ｂ社は完成製品の紹介であったため、区の要望に応じる

ことが困難 

※２ Ａ社、Ｂ社は「パソコン ＋ マイナンバー等読取機」の設置が必

要で現場の手間やトラブルの要因が増える 

（２）避難所開設支援システム ⇒ 能美防災株式会社 

 写真・図解による避難所開設ナビアプリ 

能美防災    ○ ※３ 

※３ 避難所開設支援システムについては現時点で能美防災株式会社が

全国唯一で展開している 

（３）無償での実証実験が可能（３社連携協定の締結） 

事業者に対し、区がシステム運用の考え方の共有や施設見学機会の

提供等の協力をしたため、区の費用負担がない形での共同検証が可能 
 

５ 今後の対応および想定スケジュール 

実証実験で得られた知見を基に仕様書を精査し、次年度の本格導入を検

討する。 

令和８年度 

８月３０日：足立区立北三谷小学校での実証実験 

９～１２月：実験結果に基づくブラッシュアップ結果の 

仕様書への落とし込み、次年度予算化検討 

１～２月：指名競争入札、事業者選定 
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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 

令和８年８月２４日 

件   名 令和８年７月１７日の短時間豪雨への対応について 

所管部課名 
危機管理部 災害対策課、防災戦略課、 

都市建設部 都市建設課 

内   容 

 令和８年７月１７日（金）に発生した、短時間豪雨に伴う一連の対応

について、以下のとおり報告する。 

 

１ 主な事象と対応経過 

  短時間豪雨と、それに伴う足立区への「レベル３大雨警報」「レベル

４大雨危険警報」の発表から、危機管理部と都市建設部を中心に、以

下のとおり対応した。 

7/17(金)時間 事象、区の対応(網掛け:気象情報に関する内容) 

午前 11時 40分 気象庁から足立区に「レベル３大雨警報」が発表 

同刻 

「レベル３大雨警報」の発表に伴い、 

■ 都市建設部：水防本部を設置して対応開始 

   → 地域を巡回し道路冠水等へ順次対応 

■ 危機管理部：情報収集態勢で対応開始 

   → 警察、消防と連携して被害情報等を収集 

午後 0時 01分 気象庁から足立区に「レベル４大雨危険警報」が発表 

午後 2時 27分 
足立区への「レベル４大雨危険警報」が解除され、 

「レベル２大雨注意報」が発表 

同刻 

「レベル４大雨危険警報」の解除に伴い、 

■ 都市建設部：警戒態勢に移行して対応継続 

   → 引き続き地域を巡回しながら警戒継続 

■ 危機管理部：情報収集態勢で対応継続 

   → 引き続き区内の被害情報等を収集・整理 

午後 3時 50分 足立区への「レベル２大雨注意報」が解除 

 

令和８年５月２９日（金）から運用開始となった「新たな防災

気象情報（別紙（Ｐ25）参照）」において、足立区で初めての「レ

ベル４大雨危険警報」の発表であった。 

 

２ 区民からの問い合わせ 

  危機管理部、コールセンターともに 10件ほどの問合せあり（大雨警

報、道路冠水について など） 
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３ 区内の被害状況 

  警察署や消防署等との情報共有・収集により、把握できた被害は以

下のとおりであり、関連事業者等に連絡しながら応急対応を実施した。 

 被害 件数 備考 

① 人的被害 0件 ― 

② 
民地の 

浸水被害 
2地区 

■栗原 1-2、7付近（店舗等浸水数件あり） 

 → 12：37 消防署から受信 

14：00 消防隊による排水完了 

■竹の塚 1-28付近 

 → 13：23 半地下駐車場が浸水 

16：30 消防隊の排水活動完了 

③ 道路冠水 3か所 

■栗原 3-16付近（栗原地下道） 

 → 11：45 冠水の情報（自動音声） 

14：00 排水完了し通行可 

■栗原 1-2、7付近（ギャラクシティ東西の区道） 

 → 11：50頃 ギャラクシティから受信 

12：30頃 道路冠水解消し通行可 

④ 
マンホール 

からの出水 
3か所 

■栗原 4-2 付近 

→ 11：53 情報受信し下水道局へ連絡 

12：09 対応完了 

■関原 2-36付近 

→ 12：22 情報受信し下水道局へ連絡 

14：00 対応完了 

■東伊興 3-23付近（足立清掃事務所前） 

 → 12：13 情報受信し下水道局へ連絡 

12：45 対応完了 

⑤ その他 
複数 

あり 

電線及び電話線の垂れ下がり情報あり 

 → 都度事業者にて現場で対応 

※ 道路冠水の様子は別紙（Ｐ25）の写真参照 
 

４ 浸水被害へのその後の対応 

（１）産業経済部（７月１７日に上記②の地域７事業者を個別訪問） 

   状況確認とともに、補助事業についてご案内 

（２）都市建設部（７月２３日に上記②の地域で 11軒を個別訪問） 

   浸水防止に有効な「止水板設置工事助成」についてご案内 

 

５ 今後の方針 

今回の短時間での豪雨に伴う一連の対応、経過を全庁及び関係機関と

も共有し、引き続き出水期、台風シーズンに備えていく。 
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１ 令和８年５月２９日（金）から運用開始となった「新たな防災気象情報」 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ あだち広報（R8.5.10号）掲載記事から抜粋 

 

２ 道路冠水の様子 

 

別紙 

栗原 3-16付近（栗原地下道） 

冠水時の様子 

栗原 1-2付近 冠水時の様子 
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